
- 1 - 
 

入間市地域公共交通協議会について 

 

１ 地域公共交通協議会とは 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第６条第１項の規定に基づき、入間市地域公

共交通協議会条例（以下「条例」という。）により設置される機関であり、入間市地域公共交

通計画（以下、「計画」という。）の作成及び実施に関し必要な協議を行います。 

 

２ 協議事項について 

（１）市の公共交通のあり方に関すること 

（２）計画の策定及び変更に関すること 

（３）計画の実施に関すること 

 （４）地域の公共交通に関し、協議会が必要と認めること など 

 

３ 委員の構成・任期について 

（１）委員の構成 

委員は３０人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱、又は任命し 

   ます。 

    (1) 関係する公共交通事業者等 

(2) 計画に定めようとする事業を実施すると見込まれる者 

(3) 関係する行政機関 

(4) 市内に在住する者 

(5) 学識経験者 

(6) 道路運送法に規定する一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織 

する団体 

    (7) 市内の区又は自治会を代表する者 

    (8) 市の職員 

（２）委員の任期 

    委員の任期は令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの２年間とします。 
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４ 会議の運営について 

（１）会長、副会長の選出について 

条例第５条により、会長、副会長を置くことになっているため、委員の互選により決定

します。 

（２）副会長について 

副会長は、会長に事故がある時に会長の職務を代理することになります。 

（３）会議の招集について 

   会議は会長が招集し、会長が会議の議長となります。 

（４）会議録の作成について 

会議の内容を記録するため、要点筆記により会議録を作成します。事務局が会議録を作

成し、会長及び会長から指名された者が内容を確認し、署名します。 

 

５ 会議の公開について 

「入間市情報公開条例」及び「入間市審議会等の会議の公開に関する要綱」に基づき、会

議は原則公開するものとします。ただし、次に掲げる場合はこの限りではありません。 

ア 法令等に特別の定めがある場合 

イ 不開示情報に該当する事項について審議、審査、調査等をする場合 

ウ 会議を公開することにより、当該会議の公正又は円滑な運営に著しい支障が生じる場

合で、審議会等の決定により、その会議の全部又は一部を公開しないこととした場合 

（１）会議日程及び会議録の公表について 

  ア 会議日程 

    会議の開催日程については、開催日の２週間前までに公表します。ただし、緊急に会  

議を開催する必要が生じたときの公表は、開催の決定後、速やかに行うものとします。 

    公表は、次に掲げる方法により行います。 

    ・  市政情報コーナーにおける掲示 

    ・  各地区センターにおける掲示 

    ・ 市公式ホームページへの掲載 

   イ 会議録 

    会議録の写しを市政情報コーナー及び市公式ホームページにて公表します。 

 （２）委員に係る個人情報の公表について 

   委員の選出区分、氏名については公表となります。 
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６ 委員報酬について 

会議に出席いただいた委員には、報酬及び費用弁償をお支払いいたします。 

報酬 会長 ７，５００円 委員 ７，０００円 

（源泉徴収後の金額を口座へ振り込みます。） 

  費用弁償 １，０００円 
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○入間市地域公共交通協議会条例 

平成２７年１２月２８日 

条例第３９号 

（設置） 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）第６条第１

項の規定に基づき、入間市地域公共交通計画（以下「計画」という。）の作成及び実施に関

し必要な協議を行うため、入間市地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（令３条例５・一部改正） 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 市の公共交通のあり方の協議に関すること。 

(2) 計画の策定及び変更の協議に関すること。 

(3) 計画の実施の協議に関すること。 

(4) 計画に定めた事業の実施に関すること。 

(5) 地域の実情に応じた公共交通の態様、運賃、料金等に関し、道路運送法施行規則（昭和

２６年運輸省令第７５号）の規定により協議すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、地域の公共交通に関し、協議会が必要と認めること。 

（令３条例５・一部改正） 

（組織） 

第３条 協議会は、委員３０人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱

し、又は任命する。 

(1) 関係する公共交通事業者等（地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第２条第２号

に規定する公共交通事業者等をいう。） 

(2) 計画に定めようとする事業を実施すると見込まれる者 

(3) 関係する行政機関 

(4) 市内に在住する者 

(5) 学識経験者 

(6) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９条第７項第３号に規定する一般旅客自動

車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体 

(7) 市内の区又は自治会を代表する者 

(8) 市の職員 
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（令３条例５・一部改正） 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（関係者の出席） 

第７条 協議会の会議について、会長が必要と認めたときは、関係者の出席を求め、説明又は

意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、都市整備部都市計画課において処理する。 

（平２８条例２７・一部改正） 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年２月１日から施行する。 

（入間市内循環バス対策審議会条例の廃止） 

２ 入間市内循環バス対策審議会条例（昭和５８年条例第１０号）は、廃止する。 

（入間市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正） 

３ 入間市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３１年条例

第２８号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２８年条例第２７号）抄 
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（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 


